
　　１．棚卸資産の評価方法

　　　　　製  　品 ・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法
　
　　　　　原 材 料 ・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

　　　　　仕 掛 品 ・・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

　　　　なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価格を切り下げております。

　　２．固定資産の減価償却の方法

          有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）
建物（建物付属設備を除く）は定額法、その他の
有形固定資産は定率法を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物　　　　　10～40年
機械装置　　　 　　8年

　　　
　　３．引当金の計上基準

　　　　　賞 与 引 当 金 ・・・・・ 従業員賞与の支給に充てるため、前１年間の支給
額を基礎とした見積額を計上している。

　　　　　退職給付引当金 ・・・・・ 従業員退職金及び役員退職慰労金の支給に充てる
ため、従業員分については当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき当期末に
おいて発生していると認められる額を、また、役員分
については内規に基づき計算された金額の全額を
計上している。

　　４．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース
　　　　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　５．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　　６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

１）   繰延税金資産
　退職給付引当金損金算入限度額超過 22,304 千円
　賞与引当金算入限度超過 12,453 千円
　ゴルフ会員権評価損 915 千円

　 　その他 4,458 千円
40,130 千円計
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